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論文内容要約 
 
我が国の特許出願数は，年間30万件以上にのぼる高い水準で推移しており，特に東日本大震災の影響のあった2011
年度でも34万件を超えている． 
企業における知財活動では，このような大量の特許情報を含む技術情報の中から，必要な情報を抽出する事が求めら
れる． 
出願時の先行特許調査においては，発明者や知財担当者が先行技術文献を漏れなく発見し，先行発明からの新規性や
進歩性を明らかにし，特許査定率を向上させる事が重要となる． 
また，自社製品が他社の特許に抵触していない事を確認するための侵害防止・パテントクリアランスなどの特許調査
では，出願時の先行特許調査にも増して，より一層網羅的な特許調査が必要になる．ここで万が一，自社が開発を進め
ていく上で障害となる問題特許が発覚した場合，発見された他社特許を無効化するための無効資料調査や公知技術調査
を行う必要が生じる． 
特許調査は，必ずしも他社特許の調査に限ったものでは無い．特許出願が活発な企業においては，特許保有件数が数
万件から数十万件にもおよび，それに加えて開放特許データベース等に登録された数万件の特許も，購入取得する事で
利用可能になるため，それら全てが権利行使可能な特許として考えられるのであるが，そういった登録特許を取得ある
いは購入し単純に保有するだけでは，ビジネス上の価値を創出しない．他社の市場参入を抑止し，またライセンシング
によって利益を得る必要がある．そこで，他社商品に使用されている自社特許（以下Fighting Patentと呼ぶ）を発見
するための特許調査が必要であり，高度な検索スキルや，多大な工数を要する．検索スキルの高くない発明者が，限ら
れた時間で有効な特許調査を実施するには，新たな特許検索技術を開発し，従来の特許検索をさらに強化する事が有効
であると考えられる． 
さらに，既存事業を他社の新規参入から守るためにも，既存事業の技術領域やその周辺技術の他社特許出願状況を常
に監視している必要があり，そこでも特許検索技術が重要となる． 
本論文は，次の3点を目的とする．第1に新たな検索技術を開発し，その効果を明らかにする．第２に，開発した新
たな検索技術を，有効に活用するための条件を明らかにする．最後に，新たな検索技術が特許以外の先行技術調査でも
利用可能である事を検証するために，学術論文などの非特許文献への検索技術の応用を提案する事である． 
先行研究を調査した結果，特許検索技術は，“特許情報”という情報の特殊性を最大限に利用して効率よく検索を行
う事で特許そのものの検索性能を向上させるための技術と，特許を一般の文書情報として，情報検索技術によって特許
検索性能をあげる技術とに大別されるが，特許情報の特殊性を理解しない一般の発明者に有効な情報検索技術をもとに
検討し，メタデータを利用した検索技術である文書検索やディレクトリー検索，内容そのものの検索技術である言語横
断検索や言語モデル応用，類似文書検索など，古くからの技術や最近の研究動向を踏まえて調査を行い，本研究の背景
から，検索に関する予備知識をもたずに専門家に匹敵する検索結果を得るためには，類似文書検索技術を基本に発展さ
せて行く事が最も有望と考え，“発明の本質の理解度”を有効に活用できる類似文書検索技術をベースに研究を進めて
いく事とした． 
類似文書検索技術を改良する技術として，Rocchio の適合性フィードバック技術を検討し，Rocchio の適合性フィー
ドバックでは，検索の結果得られた文書を，適合と不適合とに分類してフィードバックする事で検索性能を向上させて
いるが，実際に企業の研究・開発現場で調査したところ，特許公報を適合と不適合とに単純に分類するのでなく，中間
レベルを加えて４レベルに分類していることがわかった．そこで，それを踏まえて，Rocchio の適合性フィードバック
の式から4レベルの適合性フィードバックの式を導出し，4レベルの適合性フィードバックという新たな検索技術を開
発した．その効果をNTCIR-3の特許検索タスクのデータを使用し，約 70万件の公開特許公報全文と，パトリス標準
検索課題とを評価データとして使用した検証実験を行い，適合率および再現率を測定し，その効果の検証と，企業にお
ける特許明細書作成までの特許調査のワークフローがどの様に変化するかを調査した．結果として，初期検索やフィー
ドバック時に注目文書や参考文書しか検索されない場合に，4レベルの適合性フィードバック技術が有効である事が確
認できた． 
さらに，企業内におけるFighting Patent調査について検討し，4レベルの適合性フィードバック技術がそこでの問
題を解決できるのではないかと考えて，Fighting Patent調査に本研究が利用可能かどうかを検討した．結果として，
新規事業領域や出願件数の少ない事業領域では，あまり2レベルと4レベルとで，適合率に大きな差はみられなかった
が，基幹事業領域で，出願件数の多い事業領域では，似ているが少しずつ異なる特許出願が多数出願されており，注目
すべき特許を抽出するにはより緻密なフィードバックを行う必要があり，4レベルでの適合性フィードバック技術が有
効である事を明らかにすることができた．また，2レベルでは早々に適合文書がフィードバックできないような状況に
なっても，注目文書や参考文書などは発見されているため，4レベルでは有効なフィードバックが継続して結果的に重
要文書が発見されている． 
最後に，非特許文献と特許文献との横断検索について検討した．企業が競合他社とクロスライセンスを結ぶ際には，
Fighting Patent が発見されていれば問題無いが，他社に対抗する事が可能な特許が自社内にない場合には，一方的な
ライセンス交渉に応じるか，あるいは問題となる他社特許の無効化をする事が可能になるような先行技術を発見しなけ
ればならない． 
この場合の先行技術調査は，無効資料調査と呼ばれ，特許文献と非特許文献をまたがった横断的な調査になる．そこ
で，考案した4レベルでの適合性フィードバッ技術を特許文献と非特許文献が混在した先行技術調査を行う場合の有効
性を確認するため，，特許文献と非特許文献を混在させたデータベースを生成し，4レベルの適合性フィードバック技術
の適用評価を行った．結果として，特許文献と非特許文献が混在したデータベースの場合でも， 2レベルの適合性フィ
ードバック技術と比較して，類似度が低い文書をフィードバックする事のできる4レベルの適合性フィードバック技術
に優位性があることがわかった． 
以上の評価結果を踏まえ，本論文で考案した特許検索技術は，他社の特許調査そのものの性能向上はもちろん，企業
内の自社保有特許資産からのFighting Patentの抽出や，自社事業の防衛と言う観点からの特許調査にも，従来の特許
調査手法と同等あるいはそれ以上の成果が得られるものと考える． 
さらに他社の新規参入から，自社事業を守ると言う観点から考えると，従来の高い特許調査スキルにより，既存事業
の技術領域の境界線にできるだけ忠実に沿うような検索式を立案し特許調査を行う従来技術よりも，技術領域を区切ら
ずに，興味を引く技術内容を記載した特許文献に関して，類似度の高いものから順に適合度を判定し，その結果をフィ
ードバックを行う事で，新たな検索範囲を動的に決定できる本論文での検討技術が，新規参入のリスクを低減できるも
のと考える． 
そのため，既存の事業領域の顧客の新たな顧客要求の方向性を踏まえて，その新たな顧客要求の方向に向かって広が
る技術領域を容易に検索結果に反映できる有効な検索法と考えられるため，既存事業を新規参入から防衛するのにも有
効と思われる． 
残された課題としては，企業の研究開発現場では，大量の特許公報を評価するために，複数の開発者が分担して公報
を読む事があり，その際，評価情報が個人ごとに変動があり，同じ人でも時間経過とともに評価尺度にバラツキが生じ
ることがある．そこで，同じテーマについて複数の利用者が分担して関与するならば検討が必要になるだろう． 
また，本論文では，従来技術としてのRocchioの適合性フィードバック技術と比較する事で，4レベルの適合性フィ
ードバック技術の有効性を検証してきたため，両方式の相対的な比較はできるが，十分なチューニングはできていない．
そういった工夫による更なる適合率および再現率の向上を目指す必要もあるだろう． 
以上述べたように，本研究により，新たな検索技術として，4レベルの適合性フィードバックを用いた特許検索技術
を考案し，その効果を検証することができ，また，考案した4レベルの適合性フィードバック技術を用いる事で，企業
活動における様々な場面での特許検索に活用する事ができるものと考える． 
 
